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国民健康保険税算定方法の見直しについて   

                             

国民健康保険税の課税の現状 

 国保税は、地方税法第 703 条の 4 から第 730 条に定められ、その賦課方式については、

第 703 条の 4 により、４方式・３方式・2 方式のいずれかから条例で定めることにより算定

することとしている。 

 

〇かすみがうら市国民健康保険税条例 

区     分 税率等 方式 説 明 

医療給付分 所得割 (第 3 条) 6.0% 

４方式 

国民健康保険医

療費に充てる 資産割 (第 4 条) 20.0% 

均等割 (第 5 条) 22,000 円 

平等割 (第 6 条) 20,000 円 

後期高齢者 

支援金分 

所得割 (第 7 条) 2.0% 

４方式 

後期高齢者医療

保険への支援に

充てる 

資産割 (第 8 条) 5.0% 

均等割 (第 9 条) 8,000 円 

平等割 (第 10 条) 7,000 円 

介護給付分 所得割 (第 11 条) 1.5% 

３方式 

介護保険２号被

保険者 (40 ～ 65

歳) 

均等割 (第 12 条) 10,000 円 

平等割 (第 13 条) 5,000 円 

                            （※平成２３年４月改正） 

 

現状の課題 

〇 １０年間(H23～)税率の見直しを行っていない。 

〇 課税計算が複雑でわかりにくい 

〇 資産割について 

・固定資産税が算定基礎となるため二重の負担感がある 

  ・持ち家の所有の年金生活者や低所得者に負担が加重になる 

  ・市外の資産は考慮しないため公平性が保たれない 

〇 平等割について 

  ・１人世帯の比較的所得の低い高齢者が増加している現状とかけ離れており、１人世帯

の負担感が強い 

 (参考)平成２３年～令和元年の医療費等の比較         （単位：世帯,人,千円） 

区 分 H23 R01 比較 率 

世帯数(年間平均) 7,342 6,232 △1,110 △15.1% 

被保数(年間平均) 14,101 10,309 △3,792 △26.9% 

費用額 3,934,606 3,458,716 △475,890 △12.1% 

 世帯当たり 536 555 19 +3.5％ 

 一人当たり 279 336 57 +20.4% 



 

 

 

国及び県の方向 

 国は、厚労省社会保障審議会医療保険部会が令和２年１２月２３日、国保制度改革も含め

た令和３年度の医療保険制度改革の方向性を示し、保険料水準の統一を国保運営方針に記

載して進めることについて法律に位置付けることとされ、この改正健康保険関連法は令和

３年６月４日に参議院本会議で可決。また内容については、ほかに次の内容が含まれる。 

 ・後期高齢者医療費窓口 2 割負担 

 ・就学前均等割の減額   など 

 

 県は、令和２年１０月から県国民健康保険運営方針(別添１)に、保険料の水準等の統一に

向けた検討の中で、各市町村の医療費水準や保険料水準の平準化を図りつつ、その状況を勘

案しながら検討を進めるものとするとし、保険料(税)の算定方式を２方式とし令和４年度か

らの県内統一を目指すとされたところです。 

 併せて、県は令和４年から 2 方式を実施した市町村に、県の施策として「子どもの数に応

じた国保料の負担軽減を行う地方公共団体への支援などを着実に実施する」とし、特別調整

交付金(県２号分）のうち５億円を 20 歳未満の人数により配分(7,389 円／人)することとし

ました。 

  

 

市国民健康保険運営協議会 

 令和３年３月２６日に国民健康保険税課税方式について、協議会に審議いただいた結果、

「国や県の動向を踏まえ、算定方法が公平かつ簡明であることから、賦課方式は２方式への

変更が適当。」と答申とされた。 

 

将来の見通し 

〇 国保財政の縮小 

・少子高齢化により被保険者数が減少傾向 

・令和４年１０月から、社会保険の被保険者が１００人を超える事業所が対象 

〇 医療の高度化・被保険者の高齢化により一人当たりの医療費が増加傾向 

〇 国民健康保険事業費納付金 

・平成３０年度制度改正に伴う激変緩和措置が令和６年度に終了 

・平成３０年度の事業費納付金精算に伴う軽減の終了（令和２～３年度） 

〇 一般会計からの法定外繰入金の制限（赤字補填目的は原則行わない） 

 



◆医療給付費分課税計算例 所得割税率…６.０％　資産割率…２０.０％　均等割額…２２０００円　世帯平等割…２００００円

現行の税率 円 ー ２方式 円 ＝ 円の減

税率変更は、家族構成や所得などの様々な条件により、大きく影響されるためシミュレーションと分析が重要になります。

所得税割を大きくすると 高所得者は限度額があるため比較的影響は少ないが、中間層に負担が増える傾向になる

均等割を大きくすると 世帯数に影響し、子どもが多い世帯などは負担感が大きい

前提とする条件 ４人家族 夫:42歳(営業所得250万円,固定資産税10万円)

妻:39歳(所得0円,固定資産税0円)、子ども2人

所得割　(営業所得２５０万円ー３３万円)×６.０％

　　　　　　　　　　　　　　＝　１３０,２００円

　均等割　２２,０００円×４人

　　　　　　　　　　　＝　８８,０００円

世帯

平等割

20,000円

資産割

１０万円

×２０％

20,000円

現行の税率

保険税258,200円

保険税218,200円

資産税割・世帯平等割

を単純になくした場合

…

…

例：

∴

現行の税率から、２方式にすると医療費を支えるための保険税が少なくなってしまうため、税率の変更が必要になります。

税率変更 　所得割　(営業所得２５０万円ー３３万円)×６.９％

　　　　　　　　　　　　　　　　＝　１４９,７００円

　均等割　２７,０００円×４人

　　　　　　　　　　　　＝　１０８,０００円

258,200 218,200 40,000

所得割　(営業所得２５０万円ー３３万円)×６.０％

　　　　　　　　　　　　　　＝　１３０,２００円

　均等割　２２,０００円×４人

　　　　　　　　　　　＝　８８,０００円


